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※本資料は仮訳の部分を含みます。ジェトロでは情報・データ・解釈などをできる限り正

確に記するよう努力しておりますが、本資料で提供した情報などの正確性についてジェト

ロが保証するものではないことを予めご了承下さい。
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国家工商行政管理総局令

第５５号

「工商行政管理機関による行政権力の濫用による競争の排除、制限行為の制止について

の規定」は中華人民共和国国家工商行政管理総局の局務会議の審議を経て採択されたので、

ここに公布し、２０１１年２月１日から施行する。

局長  周伯華

２０１０年１２月３１日

工商行政管理機関による行政権力の濫用による競争の排除、制限行為の制止について 

の規定

第一条

 行政権力の濫用による競争の排除、制限行為を禁止するために、「中華人民共和国独占

禁止法」（以下、「独占禁止法」という）に基づき、本規定を制定する。

第二条

 行政機関と法律、法規により授権され公共事業を管理する職能を持つ組織は、行政権力

を濫用し、競争を排除、制限してはならない。

第三条

 行政機関と法律、法規から権限を与えられ、公共事業を管理する職能を持つ組織は、行

政権力を濫用し、次に掲げる行為に従事してはならない。

（一） 明確な要求、暗示若しくは行政許可の拒絶、遅滞及び重複検査等の方式を通じ

て、機関団体若しくは個人に対して、それの指定した事業者が提供した商品を

経営、購入、使用するよう制限若しくは形を変えて限定し、又は他人の正常な

経営活動を限定する行為。

（二） 他地域の商品に対して、地元の同類商品と異なる技術要求、検査基準を適用し、

又は重複検査、重複認証等の差別的な技術措置をとり、他地域の商品が地元の

市場へ参入することを阻害、制限する行為。

（三） 他地域の商品のみに適用される行政許可を実施し、又は他地域の商品に対して

行政許可を実施する際に異なる許可条件、手続き、期限等を採用し、他地域の

商品が地元の市場へ参入することを阻害、制限する行為。

（四） 検問所を設置し、又はその他の手段をとり、他地域の商品が地元の市場へ参入

すること、又は地元の商品を他地域の市場へ輸送することを阻害、制限する行

為。

（五） 差別的な資格要求、審査・評価基準を設定し、又は法による情報公表を行わな

い等の方式をもって、他地域の事業者が地元の入札募集・入札活動に参加する

ことを排斥又は制限する行為。
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（六） 不平等な待遇等の方式をもって、他地域の事業者が地元において投資し、若し

くは支店・支部を設置することを排斥若しくは制限し、又は他地域の事業者が

地元において正常な経営活動を展開することを妨げる行為。

（七） 事業者同士において競争を排除、制限する独占協議を無理やり締結・実施させ、

市場の支配的地位を有する事業者に対して市場の支配的地位を濫用する行為に

従事させるように強制する。

第四条

 行政機関は行政権力を濫用し、決定、公告、通告、通知、意見、会議議事録等の形で、

競争を排除、制限する内容を含む規定を制定、発布してはならない。

 前項の規定は法律、法規により授権され公共事業を管理する職能を持つ組織に適用され

る。

第五条

事業者は次に掲げる行為に従事してはならない。

（一） 行政機関と法律、法規により授権され公共事業を管理する職能を持つ組織によ

る行政的限定を理由に、独占協議を締結・実施し、又は市場支配的地位を濫用

する行為に従事すること。

（二） 行政機関と法律、法規により授権され公共事業を管理する職能を持つ組織によ

る行政的授権を理由に、独占協議を締結・実施し、又は市場支配的地位を濫用

する行為に従事すること。

（三） 行政機関と法律、法規により授権され公共事業を管理する職能を持つ組織によ

って制定・発布された行政的規定を理由に、独占協議を締結・実施し、又は市

場支配的地位を濫用する行為に従事すること。

第六条

 行政機関と法律、法規により授権され公共事業を管理する職能を持つ組織が、本規定の

第三条、第四条の規定に違反した場合、国家工商行政管理総局と省、自治区、直轄市工商

行政管理局は、独占禁止法第五十一条の規定に基づき、行政機関と法律、法規により授権

され公共事業を管理する職能を持つ組織が行政権力を濫用し、競争を排除・制限する行為

そのもの及び後の結果について、それに関連する上級機関に対して、法律に基づき対処す

るよう建議することができる。

第七条

 事業者が本規定の第五条の規定に違反し、独占行為を行った場合、「工商行政管理機関

による独占協議行為の禁止についての規定」、「工商行政管理機関による市場の支配的地位

の濫用行為の禁止についての規定」に基づき、処理する。

第八条

 事業者が独占協議を締結かつ実施した場合、工商行政管理機関はそれに対して違法行為

の停止を命じ、違法所得を没収し、また前年度売上高の百分の一以上百分の十以下に相当

する罰金を科す。締結した独占協議をまだ実施していない場合、５０万元以下の罰金を科

すことができる。事業者が市場の支配的地位を濫用した場合、工商行政管理機関はそれに

対して、違法行為の停止を命じ、違法所得を没収し、また前年度売上高の百分の一以上百
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分の十以下に相当する罰金を科す。

第九条

 行政機関と法律、法規により授権され公共事業を管理する職能を持つ組織が行政権力を

濫用し、競争を排除、制限する行為に対する処理について、法律、行政法規に別途規定が

ある場合、その規定に従う。

第十条

 工商行政管理機関の独占禁止法執行人員は、「工商行政管理機関による行政権力を濫用

して競争を排除及び制限する行為を制止する手順の規定」の規定に基づき、厳格に法によ

り事件の調査と処理をしなければならない。 

 工商行政管理機関の独占禁止法執行人員が職権を濫用し、職責を軽視し、情実にとらわ

れて不正行為をし、又は法執行過程に知り得た営業秘密を漏洩した場合、関連規定により

処理する。

第十一条

本規定でいう商品にはサービスが含まれる。

第十二条

本規定の解釈については、国家工商行政管理総局が責任を負う。

第十三条

本規定は２０１１年２月１日から施行する。 
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